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１【提出理由】 

  平成 26年６月 24日開催の当社第 77期定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取

引法第 24 条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第２項第９号の２に基づき、本臨

時報告書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】 

(1)当該株主総会が開催された年月日 

    平成 26年６月 24日 

(2)当該決議事項の内容 

第１号議案 剰余金の配当の件 

         期末配当に関する事項 

         当社普通株式１株につき金 28円 

  第２号議案 取締役７名選任の件 

         取締役として、立石文雄、山田義仁、鈴木吉宣、作宮明夫、日戸興史、冨山和彦および 

小林栄三の各氏を選任する。  

  第３号議案 補欠監査役１名選任の件 

    社外監査役の補欠として、渡辺徹氏を選任する。 

  第４号議案 取締役賞与支給の件 

         社外取締役を除く取締役５名に対し、賞与を支給する。 

  第５号議案  取締役に対する中期業績連動賞与の決定の件 

        本総会終結の時から平成 29 年３月 31 日までの間に在任する社外取締役を除く取締役に対し、

総額６億円を上限として中期業績連動賞与を業績目標値の達成状況に応じて、中期経営計画の

終了後に支給する。 
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(3)当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決される 

ための要件ならびに当該決議の結果 

決議事項
賛成（個）

(a)
反対（個）

棄権/
無効
（個）

総議決権
行使数(個)

(b)

賛成率
(a÷b)

決議結果

第１号議案 1,791,260 58,177 11,296 1,860,733 96.3% 可決
第２号議案
　立石文雄 1,784,457 65,183 11,093 1,860,733 95.9% 可決
　山田義仁 1,789,254 60,386 11,093 1,860,733 96.2% 可決
　鈴木吉宣 1,792,787 55,894 12,052 1,860,733 96.3% 可決
　作宮明夫 1,798,038 50,643 12,052 1,860,733 96.6% 可決
　日戸興史 1,798,046 50,635 12,052 1,860,733 96.6% 可決
　冨山和彦 1,802,143 47,497 11,093 1,860,733 96.9% 可決
　小林栄三 1,802,144 47,496 11,093 1,860,733 96.9% 可決
第３号議案 1,809,957 39,649 11,127 1,860,733 97.3% 可決
第４号議案 1,797,150 49,207 14,376 1,860,733 96.6% 可決
第５号議案 1,802,451 46,514 11,768 1,860,733 96.9% 可決

 

 （注）1. 各議案の可決要件は次のとおりです。 

       第１号議案、第４号議案および第５号議案は、出席した株主の議決権の過半数の賛成です。 

       第２号議案および第３号議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の

出席および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成です。 

   2. 賛成率の計算方法は次のとおりです。 

       本株主総会に出席した株主の議決権の数（本総会前日までの事前行使分および当日出席のすべて

の株主分）に対する、事前行使分および当日出席の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確

認できた議決権の数の割合です。 

 

(4)議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

    本総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権

の集計により可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、

反対および棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。 

     なお、賛成率については、当日出席株主のうち賛否を確認できなかった株主の議決権個数も分母に加算し

て計算しています。 

以上 
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